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(57) Abstract: In the disclosed wrapping configuration (100), wings (41)
that extend fiOm both sides in the width direction (W) are provided on an
absorbent article (1). On first regions ( 1) on the clothing side o f the wings
(41) and second regions (50) on the clotmng side o f the backing sheet (12),
adhesive for affixing the absorbent article (1) t o underwear i s applied.
With the wings (41) folded toward the skin-contacting side o f the surface
sheet ( 11), a water-degradable release sheet (21a) i s provided so as to cov
er the first regions (51). Wrapping sheet (2) i s non- water-degradable, i s
peelable from the underwear-affixing adhesive and i s provided so as t o
cover the second regions (50).

(57) 要 約 ： 本 発 明 に係 る包 装 構 造 1 0 0 で は 、 吸 収 性 物 品
1 に は 、幅 方 向W の 両 外 側 に延 出す る ウ ィ ング部 4 が 設 け
られ て お リ、 ウ イ ング部 4 の 衣 服 当接 面 側 の 第 1 領 域 5 1
及 び裏 面 シー ト 1 2 の 衣 服 当接 面 側 の 第 2 領 域 5 0 に 、 吸収
性 物 品 1 を下 着 に 固 定 す るた め の 接 着 剤 が 塗 布 され て お リ、
ウ ィ ング部 4 が 表 面 シ一 ト 1 1 の 肌 当接 面 側 に折 り畳 まれ
た状 態 に お い て 、 第 1 領 域 5 1 を覆 うよ うに 、水 解 性 の 剥 離
シー ト2 1 a が 設 け られ て お リ、包 装 シ一 ト2 は 、 非 水 解 性
で あ り、 下 着 に 固 定 す るた め の 接 着 剤 に対 して 剥 離 可 能 で あ
リ、 か つ 、 第 2 領 域 5 0 を覆 うよ うに設 け られ て い る。<
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明 細 書

発明の名称 ：包装構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、吸収性物品及び吸収性物品を個装する包装シー 卜からなる包装

構造に関する。

背景技術

[0002] 従来、吸収性物品及び吸収性物品を個装する包装シー 卜からなる包装構造

が知られている （例えば、特許文献 1 及び 2 参照）。

[0003] 例えば、特許文献 1 に記載されている包装構造では、包装シー トを開封す

ると、吸収性物品を下着に取り付けるための接着剤が全て露出する。

[0004] また、特許文献 2 に記載されている包装構造では、包装シ一 卜を開封する

と、吸収性物品を構成するゥィング部及びヒップフラップ部に配置されてい

る吸収性物品を下着に取り付けるための接着剤は、非水解性の剥離シー トに

よって覆われたままとなり露出されない。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特許第 3 6 8 5 9 3 5 号

特許文献2 ：特開 2 0 0 9 - 1 3 6 3 4 1号公報

発明の概要

[0006] しかしながら、出願人は、上述の包装構造について、以下のような問題点

を発見した。

[0007] 特許文献 1 に記載されている包装構造では、包装シー トを開封すると、吸

収性物品を下着に取り付けるための接着剤が全て露出するため、吸収性物品

を下着に取り付けようとする際に、個包装時にヒップフラップ部に付けられ

た折り癖によって、ヒップフラップ部に配置されている接着剤同士が貼りつ

いたり、ウィング部に配置されている接着剤が吸収性物品本体に貼りついた

りして、吸収性物品を下着にきれいに取り付けることができず、漏れゃ蹉れ



の原因となる可能性があるという問題点があつた。

[0008] また、特許文献 2 に記載されている包装構造では、剥離シー トが、包装シ

— 卜と分割されているため、包装シ一 卜を開封 した場合に、吸収性物品を下

着に取り付けるための接着剤が全て露出することはないが、 トイレに流すこ

とができない複数のゴミが発生 し、かかるゴミの処理に不具合が生 じて しま

うという問題点があった。

[0009] そこで、本発明は、上述の課題に鑑みてなされたものであり、包装シ一 卜

を開封 した際に、吸収性物品を下着に取り付けるための接着剤が全て露出す

ることを防ぎ、かつ、 トイレに流すことができないゴミの発生を低減するこ

とができる包装構造を提供することを目的とする。

[001 0] 本発明の第 1 の特徴は、吸収性物品及び前記吸収性物品を個装する包装シ

— 卜からなる包装構造であって、前記吸収性物品は、液透過性の表面シ一 卜

と、液不透過性の裏面シ一 卜と、前記表面シ一 卜と前記裏面シ一 卜との間に

配置される吸収体とを有 し、前記吸収性物品には、幅方向の両外側に延出す

るウィング部が設けられており、前記ウィング部の衣服当接面側の第 1領域

及び前記裏面シー 卜の衣服当接面側の第 2 領域に、前記吸収性物品を下着に

固定するための接着剤が塗布されており、前記ウィング部が前記表面シ一 卜

の肌当接面側に折り畳まれた状態において、前記第 1領域を覆うように、水

解性の剥離シ一 卜が設けられており、前記包装シ一 卜は、非水解性であり、

下着に固定するための接着剤に対 して剥離可能であり、かつ、前記第 2 領域

を覆うように設けられていることを要旨とする。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図1] 図 1 は、本発明の第 1 の実施形態に係る包装構造の斜視図及び平面図で

ある。

[ 図2] 図 2 は、本発明の第 1 の実施形態に係る包装構造における a - a 断面図

及び b - b 断面図である。

[ 図3] 図 3 は、本発明の第 1 の実施形態に係る吸収性物品の肌当接面側から見

た平面図である。



[ 図4 ] 図 4 は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る吸収性物 品の衣服 当接面側 か ら

見た平面図である。

[ 図5] 図 5 は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る包装構造の開封状態 を肌 当接面

側 か ら見た平面図である。

[ 図6] 図 6 は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る包装構造の開封状態 を衣服 当接

面側 か ら見た平面図である。

[ 図7] 図 7 は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る包装構造の開封状態の c - c 断

面図である。

[ 図8] 図 8 は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る包装構造か ら吸収性物 品を取 り

出す様子 について示す図である。

[ 図9] 図 9 は、本発明の変更例 1 に係 る包装構造の開封状態 を肌 当接面側 か ら

見た平面図である。

[ 図 10] 図 1 0 は、本発明の変更例 2 に係 る包装構造の開封状態 を肌 当接面側

か ら見た平面図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、本発明の変更例 2 に係 る包装構造 における a - a 断面図であ

る。

発明を実施するための形態

[001 2] (本発 明の第 1 の実施形態）

図 1 乃至図 8 を参照 して、本発明の第 1 の実施形態 に係 る包装構造 1 0 0

について説明する。例 えば、本実施形態 に係 る吸収性物 品 1 は、パ ンテ イラ

イナ一や失禁パ ッ ドゃ生理用ナ プキ ン等である。

[001 3] 図 1 ( a ) に、本実施形態 に係 る包装構造 1 0 0 の斜視 図を示 し、 図 1 (

b ) に、本実施形態 に係 る包装構造 1 0 0 の平面図を示す。

[0014] 図 1 ( a ) 及び図 1 ( b ) に示 すように、本実施形態 に係 る包装構造 1 0

0 は、 吸収物 品 1 、及び、 吸収性物 品 1 を個装 する非水解性 の包装 シー ト2

によって構成 されている。

[001 5] 本実施形態 に係 る包装構造 1 0 0 において、包装 シ一 卜2 は、 吸収性物 品

を個包装 した状態で、テー プ 7 0 で固定 されている。



[001 6] 図 2 ( a ) 及び図 2 ( b ) に、本実施形態 に係 る包装構造 1 0 0 における

a - a 断面図及び b - b 断面図を示す。

[001 7] 図 3 に、本実施形態 に係 る包装構造 を構成する吸収性物品 1 を肌 当接面側

か ら見た平面図を示 し、図 4 に、本実施形態 に係 る包装構造 を構成する吸収

性物品 1 を衣服 当接面側か ら見た平面図を示す。

[001 8] 図 3 に示すように、吸収性物品 1 には、幅方向W の両外側 に延出するゥィ

ング部 4 1 が設 け られている。 また、本実施形態 に係 る吸収性物品 1 は、長

手方向 L において、 ウィング部 4 1 の後方 に、 1 対の ヒップフラップ部 4 2

を有 している。

[001 9] ここで、使用者 は、吸収性物品 1 を下着 に取 り付 ける際に、 ウィング部 4

を下着のクロッチに巻 き込み、 ヒップフラップ部 4 2 を下着の上 に広 げて

、吸収性物品 1 を下着 に固定する。

[0020] また、図 3 に示すように、本実施形態 に係 る吸収性物品 1 には、長手方向

L に沿 って、表面シ一 卜1 0 か ら吸収体 1 3 までを圧搾するように構成 され

ている圧搾溝 8 0 が設 け られていてもよい。

[0021 ] さ らに、図 3 に示すように、本実施形態 に係 る吸収性物品 1 は、吸収体 1

3 の幅方向W の外側 に、防漏 シ一 卜3 及び弾性部材 3 によって構成 され

ている防漏壁 3 0 を有 していてもよい。

[0022] また、図 4 に示すように、 ゥィング部 4 の衣服 当接面側の第 1領域 5 1

に、吸収性物品 1 を下着 に固定するための接着剤が塗布 されている。

[0023] また、裏面シ一 卜1 2 の衣服 当接面側の第 2 領域 5 0 に、吸収性物品 1 を

下着 に固定するための接着剤が塗布 されている。

[0024] さ らに、 ヒップフラップ部 4 の衣服 当接面側の領域 5 に、吸収性物品

1 を下着 に固定するための接着剤が塗布 されている。

[0025] 図 5 に、本実施形態 に係 る包装構造の開封状態 を肌 当接面側か ら見た平面

図を示 し、図 6 に、本実施形態 に係 る包装構造の開封状態 を衣服 当接面側か

ら見た平面図を示 し、図 7 に、本実施形態 に係 る包装構造の開封状態の c - c

断面図を示す。



[0026] 図 5 に示すように、ゥィング部 4 が表面シ一 卜1 1 の肌当接面側に折り

畳まれた状態において、第 1領域 5 1 を覆うように、水解性の剥離シ一 卜2

a が設けられている。

[0027] 同様に、 ヒップフラップ部 4 が表面シ一 卜1 1 の肌当接面側に折り畳ま

れた状態において、領域 5 2 を覆うように、水解性の剥離シ一 卜2 1 b が設

けられている。

[0028] 第 1領域 5 1 及び領域 5 2 を覆う剥離シー トを一体化せず、別々に設ける

ことで、資材量が少なくなつてコス トダウンができ、かつ、剥離シ一 卜の水

解性を向上できる。

[0029] ここで、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b としては、ノりレブ繊維を抄紙 した 3 6

g / m 2の原紙 （例えば、 0 . 8 ~ 1 . 1 g / c m 3 ) の表面に、目止め剤として

、 1 . 0 ~ 2 . 0 g / c m 3のポリビニルアルコール （P V A ) を塗布 し、その

上から、 0 . 3 ~ 0 . 8 g / c m 3のシリコーンを塗布 したものを用いることが

できる。

[0030] 水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b は、後述のシェイクフラスコ試験によ

つて、 2 4 時間で、 3 つ以上に分散されることが好ましい。

[0031 ] 具体的には、かかるシェイクフラスコ試験は、以下のように行われる。

[0032] かかるシェイクフラスコ試験では、サンプルとして、 1 0 0 m m X l O O

の剥離シ一 卜2 1 、 2 1 b を用いる。また、かかるシェイクフラスコ

試験では、振とう機 （旭テクノグラス I W A K I 社製、分液口一 トシヱ一 力

—S H K V 2 0 0 ) や、 1 0 0 0 m L 用のナス型フラスコや、 1 0 0 0 m L

のメスシリンダ一等を用いる。

[0033] 第 1 に、メスシリンダーを用いて、ナス型フラスコに、 8 O O m L の蒸留

水を入れる。

[0034] 第 2 に、ナス型フラスコに、サンプルを入れる。

[0035] 第 3 に、ナス型フラスコを、振とう機に取り付ける。ここで、ナス型フラ

スコのネジ式蓋側が下になり、ナス型フラスコのコック側が上になるように

する。



[0036] 第 4 に、振 とう条件 （振 とう速度 ：2 4 0 r p m、振 とう時間 ：2 4 時間

) を設定する。

[0037] なお、本実施形態において、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b には、水

溶性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b も含まれるものとする。

[0038] 例 えば、かかる水溶性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b と しては、 P V A 等の

水溶性樹脂によって構成されているフ イル ムや、不織布にシ リコー ンを塗布

したもの等を用いることができる。

[0039] また、図 6 及び図 7 に示すように、包装シ一 卜2 は、剥離可能であ り、か

つ、第 2 領域 5 0 を覆 うように設けられている。

[0040] ここで、包装シ一 卜2 としては、ポ リエチ レンシ一 卜や、ポ リプロピレン

シ一 卜や、ポ リウレタンシ一 卜等を用いることができ、スパ ンボン ド/ メル 卜

プロ一ン/ スパ ンボン ドのポ リプロピレン長繊維不織布体積体等を用いること

ができる。

[0041 ] 本実施形態に係る包装構造 1 0 0 では、図 7 に示すように、包装シ一 卜2

には、吸収性物品 1 が配置されている側の領域 6 0 に塗布されている接着剤

によって、別体の非水解性の剥離シ一 卜2 2 が接合されていてもよい。

[0042] かかる場合、剥離シ一 卜2 2 は、裏面シ一 卜1 2 の衣服当接面側の第 2 領

域 5 0 を覆 うように設けられている。

[0043] また、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 では、包装シ一 卜2 の少な くとも

—部に、シ リコー ン樹脂やフッ素樹脂系の剥離処理剤によって剥離処理が施

されている領域が形成されていてもよい。

[0044] ここで、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b 及び非水解性の剥離シ一 卜2

2 には、印刷やエンボス等の手段によって、異なる文字又は絵柄の少な くと

も一方が記載されている。

[0045] 例 えば、図 5 に示すように、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b には、印

刷やエンボス等の手段によって、 トイ レに流すことができる旨を示す文字又

は絵柄の少な くとも一方が記載されている。

[0046] かかる記載は、包装構造 1 0 0 が開封された状態において、水解性の剥離



シ一 卜2 1 a 、 2 1 b の肌当接面側か ら視認可能である。

[0047] また、図 6 に示すように、非水解性の剥離シ一 卜2 2 には、印刷やェンボ

ス等の手段によって、 トイ レに流すことができない旨を示す文字又は絵柄の

少な くとも一方が記載されていてもよい。

[0048] かかる記載は、包装構造 1 0 0 が開封され、包装シー ト2 が吸収性物品 1

か ら剥離された状態において、剥離シ一 卜2 2 の剥離面側か ら視認可能であ

つてもよい。 また、かかる記載は、吸収性物品 1 が個装されている状態にお

いて、包装構造 1 0 0 の外側か ら視認可能であつてもよい。

[0049] ここで、包装シ一 卜2 には、印刷やエンボス等の手段によって、 トイ レに

流すことができない旨を示す文字又は絵柄の少な くとも一方が記載されてい

てもよい。

[0050] かかる記載は、包装構造 1 0 0 が開封され、包装シー ト2 が吸収性物品 1

か ら剥離された状態において、包装シ一 卜2 の剥離面側か ら視認可能であつ

てもよい。 また、かかる記載は、吸収性物品 1 が個装されている状態におい

て、包装構造 1 0 0 の外側か ら視認可能であつてもよい。

[0051 ] また、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 では、包装シ一 卜2 は、図 5 及び

図 6 に示すように、第 1 折 り線 X 1 、第 2 折 り線 X 2 及び第 3 折 り線 X 3 に

沿 って折 り畳 まれることによって、吸収性物品 1 を個装するように構成され

ている。

[0052] ここで、図 5 に示すように、水解性の剥離シ一 卜2 1 a は、長手方向 L に

おいて、第 1 折 り線 X 1 、第 2 折 り線 X 2 及び第 3 折 り線 X 3 を跨がないよ

うに配置されていてもよい。

[0053] かかる構成によれば、包装構造 1 0 0 が開封された際に、水解性の剥離シ

— 卜2 1 a に記載されている文字や絵柄等の視認性が良 くなる。

[0054] なお、水解性の剥離シ一 卜2 1 b も、長手方向 L において、第 1 折 り線 X

1 、第 2 折 り線 X 2 及び第 3 折 り線 X 3 を跨がないように配置されていても

よい （後述する図 1 0 参照）。

[0055] 図 7 に示すように、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 を構成する吸収性物



品 1 は、液透過性の表面シ一 卜1 1 と、液不透過性の裏面シ一 卜1 2 と、表

面シ一 卜1 1 と裏面シ一 卜1 2 との間に配置される吸収体 1 3 とを有 してい

る。なお、本実施形態に係る吸収性物品 1 は、表面シ一 卜1 1 と吸収体 1 3

との間に、セカン ドシ一 卜を有 していてもよい。

[0056] 例 えば、表面シ一 卜1 1 と して、 2 5 目付けのエア一スルー不織布であ り

、ポ リエチ レンテ レフタレ一 卜 （P E T ) か らなる 2 . 2 d t e x の芯及びポ

リエチ レン （P E ) か らなる鞘によって形成される繊維を用いることができ

る。

[0057] ここで、表面シ一 卜1 1 に対 して、嵩回復処理 （例えば、温度 9 0 度で 1

0 分間放置）を施 して、表面シ一 卜1 1 の密度を、 0 . 0 2 5 g / c m 3 となる

ように調整 してもよい。

[0058] 吸収体 1 3 は、粉砕パルプ及び高分子吸収ポ リマ一と両者を包み込むコァ

ラップとによって構成されている。 ここで、高分子ポ リマ一は、アクリル酸

ナ トリゥ厶共重合体の粒状のポ リマ一である。

[0059] また、 コアラップは、液体を吸収する任意の材料のシ一 卜である。例えば

、 コアラップとして、テ ィッシュを用いてもよい し、親水性繊維や粉砕パル

プをエアレイ ド法によってシ一 卜状に したエアレイ ドシ一 卜を用いてもよい

[0060] 図 8 ( a ) 乃至図 8 ( d ) を参照 して、使用者が、本実施形態に係る包装

構造 1 0 0 を開封 して、包装構造 1 0 0 に含まれている吸収性物品 1 を使用

する動作について説明する。

[0061 ] 第 1 に、使用者は、下着に固定されている使用済みの吸収性物品 1 を外す

[0062] 第 2 に、使用者は、図 8 ( b ) に示すように、図 8 ( a ) の状態の包装構

造 1 0 0 を開封する。

[0063] 第 3 に、使用者は、図 8 ( c ) に示すように、吸収性物品 1 か ら、包装シ

— 卜2 を剥離する。

[0064] そ して、使用者は、剥離 した包装シ一 卜2 で使用済みの吸収性物品 1 を包



んで、持ち帰る、或いは、 ゴミ箱に廃棄する。

[0065] なお、かかる状態では、かかる吸収性物品 1 において、裏面シ一 卜1 2 の

衣服当接面側の第 2 領域 5 0 に塗布されている接着剤は、露出 しているが、

ウィング部 4 の衣服当接面側の第 1領域 5 1 及び ヒップフラップ部 4 2 の

衣服当接面側の領域 5 2 に塗布されている接着剤は、露出 していない。

[0066] 第 4 に、使用者は、かかる吸収性物品 1 を下着に取 り付ける。

[0067] その後、図 8 ( d ) に示すように、使用者は、吸収性物品 1 か ら、水解性

の剥離シ一 卜2 1 a を剥離 し、 ウィング部 4 1 を下着のクロッチに巻 き込ん

で固定する。 ここで、使用者は、剥離 した水解性の剥離シ一 卜2 1 a を、 卜

ィ レに廃棄する。

[0068] 同様 に、図 8 ( d ) に示すように、使用者は、吸収性物品 1 か ら、水解性

の剥離シ一 卜2 1 b を剥離 し、 ヒップフラップ部 4 2 を下着の上に広げて固

定する。 ここで、使用者は、剥離 した水解性の剥離シ一 卜2 1 a を、 トイ レ

に廃棄する。

[0069] 次 に、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 の製造方法の一部について説明す

る。なお、以下に記載されていない方法については、既存の方法を用いるこ

とができる。

[0070] 第 1 に、搬送中のウェブか ら、吸収性物品 1 をカツ 卜する。

[0071 ] 第 2 に、吸収性物品 1 の肌当接面側に、 ウィング部 4 1 及び ヒップフラッ

プ部 4 2 を折 り畳む。

[0072] 第 3 に、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b に接着剤を塗布 し、折 り畳 まれたウイ

ング部 4 における第 1領域 5 1 及び ヒップフラップ部 4 2 における領域 5

2 を覆 うように、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b を配置する。

[0073] 第 4 に、吸収性物品 1 を、衣服当接面側を下に した状態で包装シー ト2 用

ウェブ上に配置する。

[0074] 第 5 に、吸収性物品 1 が包装シ一 卜2 用ウェブ上に配置された状態で折 り

工程を行 う。

[0075] 本実施形態に係る包装構造 1 0 0 によれば、 ゥィング部 4 が表面シ一 卜



1 の肌当接面側に折り畳まれた状態において、第 1領域 5 1、領域 5 2 を

覆うように剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b が設けられており、かつ、第 2 領域 5

0 を覆うように包装シ一 卜2 及び剥離シ一 卜2 2 が設けられているため、開

封時に、吸収性物品 1 を下着に取り付けるための接着剤が全て露出すること

を防ぐことができる。

[0076] また、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 によれば、非水解性の包装シ一 卜

2 及び剥離シ一 卜2 2 が接合されているために、開封時に、 トイレに流すこ

とができない複数のゴミが発生するという事態を回避することができる。

[0077] また、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 によれば、包装シー ト2 を開封 し

た後に、裏面シ一 卜1 2 の衣服当接面側の第 2 領域 5 0 に配置されている接

着剤を下着に貼 り付けてから、ウィング部 4 の衣服当接面側の第 1領域 5

1 に配置されている接着剤を露出させることができ、かつ、使用済みの吸収

性物品 1 を包装シ一 卜2 に包んで捨てた後、ゥィング部 4 及びヒップフラ

ップ部 4 2 に配置されている接着剤を覆う剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b を トイ

レに流すことができる。

[0078] また、本実施形態に係る包装構造 1 0 0 において、水解性の剥離シ一 卜2

1 a 、 2 1 b 及び非水解性の剥離シ一 卜2 2 には、異なる文字又は絵柄の少

なくとも一方が記載されている、具体的には、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、

2 1 b には、 トイレに流すことができる旨を示す文字又は絵柄の少なくとも

—方が記載されており、非水解性の剥離シ一 卜2 2 には、 トイレに流すこと

ができない旨を示す文字又は絵柄の少なくとも一方が記載されている場合、

使用者は、 トイレに流すことができる剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b と トイレに

流すことができない剥離シ一 卜2 2 とを区別することができる。

[0079] (変更例 1 )

図 9 を参照 して、本発明の変更例 1 に係る包装構造 1 0 0 について、上述

の第 1 の実施形態に係る包装構造 1 0 0 との相違点に着目して説明する。

[0080] 本変更例 1 に係る包装構造 1 0 0 では、図 9 に示すように、水解性の剥離

シ一 卜2 1 a 、 2 1 b の代わりに、領域 5 1 及び領域 5 2 を覆うように、 1



枚の水解性の剥離シ一 卜2 3 が設けられている。

[0081 ] (変更例 2 )

図 1 0 及び図 1 1 を参照 して、本発明の変更例 2 に係る包装構造 1 0 0 に

ついて、上述の第 1 の実施形態に係る包装構造 1 0 0 との相違点に着 目して

説明する。

[0082] 本変更例 2 に係る包装構造 1 0 0 では、図 1 0 及び図 1 1 に示すように、

領域 5 を覆 うように設けられている非水解性の剥離シ一 卜2 c の剥離処

理が施されていない面側において、吸収性物品 1 が個装されている状態で包

装シー ト2 に当接する領域 2 d に接着剤が塗布されている。

[0083] かかる構成によれば、非水解性の剥離シー ト2 1 c は、吸収性物品 1 が個

装されている状態において包装シ一 卜2 に接合されているため、第 3 折 り線

X 3 に沿 って包装シ一 卜2 が開封される際に、吸収性物品 1 か ら剥離される

ため、使用者が、包装構造 1 0 0 の開封後に、非水解性の剥離シ一 卜2 c

を吸収性物品 1 か ら剥離する手間を省 くことができる。

[0084] (その他の変更例）

なお、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b 及び非水解性の剥離シ一 卜2 2

は、異なる色相の材料によって構成されていてもよい。

[0085] かかる構成によれば、使用者は、 トイ レに流すことができる剥離シ一 卜2

1 a 、 2 1 b と トイ レに流すことができない剥離シ一 卜2 2 とを区別するこ

とができる。

[0086] なお、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b 及び非水解性の剥離シ一 卜2 2

を、印刷によって異なる色相に してもよい し、染色によって異なる色相に し

てもよい。水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b 及び非水解性の剥離シ一 卜2

2 を染色によって異なる色相にする場合には、繊維間にインクが配されるこ

とが無いので、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b の水解性を維持することができる

[0087] また、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b には、剥離処理が施されている

領域及び剥離処理が施されていない領域が設けられていてもよい。



[0088] 例えば、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b 内で、領域 5 1 、 5 2 に当接

する領域において、剥離処理が施されており、それ以外の領域において、剥

離処理が施されていなくてもよい。

[0089] かかる構成によれば、剥離処理が施されていない領域は、水に濡れやすい

ので、水解性を高めることができる。

[0090] また、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b は、クレープ紙に対 して剥離処

理を施すことによって形成されていてもよい。かかる構成によれば、その波

型形状により、水に接触する表面積が増すため、水解性を高めることができ

る。

[0091 ] また、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b には、複数のスリツ卜又は延伸

処理された部位が設けられていてもよい。かかる構成によれば、剥離シー ト

2 1 a 、 2 1 b が水流によって分割されやすくなるため、水解性を高めるこ

とができる。

[0092] また、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b は、水流に対する抵抗を低減す

る形状を有 していてもよい。例えば、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b は

、水流に対する抵抗を低減する形状として、矢じり形状等の凸部を有する形

状を有 していてもよい。

[0093] かかる構成によれば、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b が、水に沈みやすく、す

なわち、水に流れやすくなる。

[0094] さらに、水解性の剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b には、親水油剤が塗布されて

いてもよい。

[0095] かかる構成によれば、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b の水解性を、より高める

ことができ、かつ、剥離シ一 卜2 1 a 、 2 1 b が、水に沈みやすく、すなわ

ち、水に流れやすくなる。

[0096] なお、包装構造 1 0 0 に含まれる吸収性物品 1 に、ウイング部 4 が設け

られていなくてもよい。かかる場合、使用者は、吸収性物品 1 を下着に着用

する際に、吸収性物品 1 の幅方向Wの長さ寸法が最も短い位置を、下着のク

ロッチに合わせて、吸収性物品 1 を下着に固定する。



[0097] さらに、吸収性物品 1 の下着への取り付け性を考慮 して、剥離シ一 卜2

a 、 2 1 b 、 2 2 の幅方向Wの長さ寸法は、吸収性物品 1本体の幅方向Wの

長さ寸法よりも小さくてもよい。

[0098] 以上、上述の実施形態を用いて本発明について詳細に説明 したが、当業者

にとつては、本発明が本明細書中に説明 した実施形態に限定されるものでは

ないということは明らかである。本発明は、請求の範囲の記載により定まる

本発明の趣旨及び範囲を逸脱することなく修正及び変更態様として実施する

ことができる。従って、本明細書の記載は、例示説明を目的とするものであ

り、本発明に対 して何 ら制限的な意味を有するものではない。

[0099] なお、日本国特許出願第 2 0 1 0 _ 1 4 8 3 6 2 号 （2 0 1 0 年 6 月 2 9

曰出願）の全内容が、参照により、本願明細書に組み込まれている。

産業上の利用可能性

[01 00] 以上説明 したように、本発明によれば、包装シー トを開封 した際に、吸収

性物品を下着に取り付けるための接着剤が全て露出することを防ぎ、かつ、

トイレに流すことができないゴミの発生を低減することができる包装構造を

提供することができる。

符号の説明

[01 0 1 ] 0 0 包装構造

1 吸収性物品

1 表面シ一 卜

1 2 裏面シ一 卜

1 3 吸収体

2 1 a 、 2 1 b 、 2 2 剥離シ一 卜

3 0 防漏壁

3 防漏シ一 卜

3 2 弾性部材

4 ウィング部

4 2 ヒップフラップ部



請求の範囲

[ 請求項 1] 吸収性物品及び前記吸収性物品を個装する包装 シー トか らなる包装

構造であ って、

前記吸収性物品は、液透過性の表面シー トと、液不透過性の裏面シ

— 卜と、前記表面シ一 卜と前記裏面シ一 卜との間に配置 される吸収体

とを有 し、

前記吸収性物品には、幅方向の両外側 に延出するウィング部が設 け

られてお り、

前記 ゥィング部の衣服 当接面側の第 1 領域及び前記裏面シー 卜の衣

服 当接面側の第 2 領域 に、前記吸収性物品を下着 に固定するための接

着剤が塗布 されてお り、

前記 ウィング部が前記表面シー 卜の肌 当接面側 に折 り畳 まれた状態

において、前記第 1 領域 を覆 うように、水解性の剥離 シ一 卜が設 け ら

れてお り、

前記包装 シ一 卜は、非水解性であ り、下着 に固定するための接着剤

に対 して剥離可能であ り、かつ、前記第 2 領域 を覆 うように設 け られ

ていることを特徴 とする包装構造。

[ 請求項 2 ] 前記包装 シー トには、包装 シー トと別体の非水解性の剥離 シ一 卜が

接合 されていることを特徴 とする請求項 1 に記載の包装構造。

[ 請求項 3 ] 前記包装 シ一 卜の少な くとも一部 に、剥離処理が施 されている領域

が形成 されていることを特徴 とする請求項 1 に記載の包装構造。

[ 請求項 4 ] 前記水解性の剥離 シ一 卜及び前記非水解性の剥離 シー トには、異な

る文字又は絵柄の少な くとも一方が記載 されていることを特徴 とする

請求項 2 に記載の包装構造。

[ 請求項 5 ] 前記水解性の剥離 シ一 卜には、 トイ レに流す ことがで きる旨を示す

文字又は絵柄の少な くとも一方が記載 されてお り、

前記非水解性の剥離 シ一 卜には、 トイ レに流す ことがで きない旨を

示す文字又は絵柄の少な くとも一方が記載 されていることを特徴 とす



る請求項 4 に記載の包装構造。

[ 請求項 6] 前記水解性の剥離 シー 卜及び前記非水解性の剥離 シー 卜は、異なる

色相の材料 によって構成 されていることを特徴 とする請求項 2 、 4 又

は 5 のいずれか一項 に記載の包装構造。

[ 請求項 7 ] 前記水解性の剥離 シー トには、剥離処理が施 されている領域及び剥

離処理が施 されていない領域が設 け られていることを特徴 とする請求

項 2 、 4 乃至 6 のいずれか一項 に記載の包装構造。

[ 請求項8] 前記水解性の剥離 シー 卜は、 ク レープ紙 に対 して剥離処理 を施す こ

とによつて形成 されていることを特徴 とする請求項 2 、 4 乃至 7 のい

ずれか一項 に記載の包装構造。

[ 請求項 9 ] 前記水解性の剥離 シ一 卜には、複数のス リッ 卜又は延伸処理 された

部位が設 け られていることを特徴 とする請求項 2 、 4 乃至 8 のいずれ

か一項 に記載の包装構造。

[ 請求項 10 ] 前記水解性の剥離 シー トには、親水油剤が塗布 されていることを特

徴 とする請求項 2 、 4 乃至 9 のいずれか一項 に記載の包装構造。

[ 請求項 11] 前記水解性の剥離 シ一 卜は、や じり形状 を有 していることを特徴 と

する請求項 2 、 4 乃至 1 0 のいずれか一項 に記載の包装構造。
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